
（平成２１年９月30日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 26 件

国民年金関係 11 件

厚生年金関係 15 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 26 件

国民年金関係 13 件

厚生年金関係 13 件

年金記録確認千葉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



千葉国民年金 事案 1653 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 59年４月から 60年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59 年４月から 60 年３月まで 

    私は、昭和 61 年４月の結婚を契機に、Ａ市役所Ｂ出張所で私と夫の国

民年金の加入手続を行って国民年金保険料を納付し始めた。その際、夫

の 20 歳からの未納分保険料と私の保険料を納付ができた２年間分の未

納分保険料を含めて合計約 40 万円を何回かに分けて金融機関で納付し

たはずであり、申立期間が未納となっていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 59 年４月以降、申立期間を除きすべて国民年金保険料を

納付しており、申立期間は 12 か月と短期間である。 

また、申立人の主張どおり、申立人及びその夫が分割で保険料を納付し

たと主張する約 40 万円は、社会保険庁のオンライン記録から確認できる昭

和 61 年度の現年度保険料額と 60 年度の過年度保険料額の合計額に、申立

期間の過年度保険料を算入した合計額とおおむね一致しており、申立期間

の保険料も納付していたと考えるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1654 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42年８月から 47年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年８月から 47 年 12 月まで 

昭和 42 年８月から 47 年 12 月までの国民年金保険料は、前妻との結婚

を契機に加入手続を行い、定期的に集金人又はＡ区役所Ｂ出張所に納付

していたはずであり、未納となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人に対する意見陳述を実施し、当時の国民年金の加入手続及び国民

年金保険料の納付状況について確認したところ、ⅰ）前妻の両親及び当時

の勤務先の事業所の店主に勧められ、結婚を契機に国民年金に加入したこ

と等、当時の加入状況をはっきり覚えていること、ⅱ）前妻に自分の給与

から保険料を手渡し、前妻が保険料を納付していたこと、ⅲ）保険料の領

収書は保管していたが、処分した時期及び処分した経緯を覚えていること、

など詳細かつ具体的であり、申立人の申立内容は信用性があると判断する。 

また、申立期間は、国民年金手帳が払い出された直後の期間であり、申

立人は、申立期間を除き、国民年金の加入期間について保険料をすべて納

付している上、厚生年金保険から国民年金への切替手続及び住所変更手続

を適正に行っており、国民年金制度への関心及び保険料の納付意識が高か

ったことがうかがえる。 

さらに、申立人の当時の妻は、申立人は、申立期間の保険料をＡ区役所

のＢ出張所の窓口等で納付していたと供述している。 

加えて、申立人が所持している国民年金手帳には、国民年金の資格取得

年月日が「昭和 49 年８月 22 日強制加入」と記載されており、申立期間の

42 年８月 26 日から 48 年１月１日までの資格記録の記載がないこと、及び



社会保険庁のオンライン記録では、申立人の資格取得年月日は、42 年８月

26 日強制加入となっているが、20 歳到達時の 39 年＊月以降は強制被保険

者期間にもかかわらず未加入期間となっており、その理由は不明であるこ

とから、行政側の記録管理が適正に行われていなかった可能性がうかがえ

る。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1655 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49年４月から 50年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年４月から 50 年３月まで 

    私の夫が、昭和 49 年度分の国民年金保険料を期限内に夫婦二人分Ａ市

役所の窓口で納付したはずなのに、夫の国民年金の記録のみが納付済み

の記録となっていて、私の記録は未納となっているのは納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳となった昭和 48 年＊月に国民年金に加入してから平成

20 年 10 月まで申立期間を除き国民年金保険料をすべて納付し、申立期間

は 12 か月と短期間である。 

   また、申立人は、社会保険庁のオンライン記録により、平成９年度から

20 年 10 月までの期間の保険料が納付期限内に納付されていたことが確認

でき、口座振替も利用しているなど、保険料の納付意識の高さがうかがえ

る。 

さらに、申立期間について、一緒に申立人の保険料を納付したと主張し

ている申立人の夫は、申立期間を含む国民年金の被保険者期間について、

すべて納付済みである。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1656 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 56年５月から 57年３月までの国民年金保険料については、

付加保険料を含めて還付されていないものと認められることから、還付に

ついての記録を訂正することが必要である。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56 年５月から 57 年３月まで 

    昭和 56 年に、同年５月から 57 年３月までの国民年金保険料を納付し

た。社会保険庁の記録では、厚生年金保険に加入中の期間のため還付さ

れているとの説明を受けたが、還付された記憶は無く、納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の所持する領収書により昭和 56 年に同年５月から 57 年３月まで

の国民年金保険料は付加保険料を含めて納付されたことが確認できる。 

   また、社会保険事務所が保管する申立人の特殊台帳に「還付 56.５～57.

３まで 53,900 円」と記載があるが、還付決定された年月日の記載が無い。 

   さらに、還付決定した管轄社会保険事務所へ照会したところ、「今でも申

立期間当時の還付整理簿は存在するが、申立人の申立期間に係る還付の記

載が無い。」と回答していること、及び市町村の申立人の被保険者名簿の還

付記録欄にも記載がないことなど、行政側の事務処理に不手際が認められ

る。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年

金保険料について付加保険料を含めて還付されていないものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1657 

 

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間のうち、昭和 48 年６月、57 年１月から同年３月ま

での期間、57 年７月から同年９月までの期間及び 58 年１月から同年３月

までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められる

ことから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等  

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 48 年６月 

         ② 昭和 50 年９月から 53 年５月まで 

         ③ 昭和 57 年１月から同年３月まで 

         ④ 昭和 57 年７月から同年９月まで 

         ⑤ 昭和 58 年１月から同年３月まで 

         ⑥ 昭和 58 年 11 月から 59 年３月まで 

私が 20 歳になったとき、父が年金はとても大切であるからと旧Ａ町役

場で私の国民年金の加入手続をし、国民年金保険料は、結婚するまでは

父が、結婚後は私が厚生年金保険加入期間を含め役所から送付された納

付書に従い金融機関から滞ることなく納付していたのに未納期間がある

のは納得できない。また、厚生年金保険加入期間に重複して納めた保険

料を還付された記憶が無く、還付について納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①、③、④及び⑤については、合わせて 10 か月と短期間であ

り、各申立期間前後の国民年金保険料は納付済みとなっている上、厚生

年金保険加入期間にも計１年以上にわたって保険料を重複納付していた

ことから、申立人の保険料の納付意欲の高さがうかがわれ、申立人が申

立期間①、③、④及び⑤の保険料を納めていたと考えても特段不自然で

はない。 

また、平成 20 年６月に昭和 45 年８月及び同年９月については、国民

年金保険料領収証書が見つかったことにより、未納から納付済みに記録



訂正されている上、申立期間④及び⑤の大半は、本来、昭和 59 年７月に

還付決定をされた 58年 11月から 59年３月までの過誤納保険料で充当処

理されるべきところ、充当されておらず、行政側の不適切な事務処理が

うかがえる。     

    

  ２ 一方、申立期間②については、社会保険庁の被保険者台帳から昭和 50

年９月から 51年 12月までの国民年金保険料が 52年９月に還付決定をさ

れたことが確認できる上、申立人は区役所から送付された納付書で保険

料を納付していたと申述していることから、厚生年金保険加入期間であ

る 52 年１月から 53 年５月までの期間は国民年金保険料の納付書が送付

されていたとは考え難く、保険料を納めていたとするのは不自然である。 

また、申立期間⑥については、社会保険庁の被保険者台帳から昭和 58

年 11月から 59年３月までの国民年金保険料が 59年７月に還付決定され

ていることが確認でき、還付されていないことをうかがわせる事情も見

当たらない。  

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち昭和 48 年６月、57 年１月から同年３月までの期間、57 年７月から同

年９月までの期間及び 58 年１月から同年３月までの期間の国民年金保

険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1658 

              

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年４月の国民年金保険料については、納付していたもの

と認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55 年４月         

夫が海外転勤のため、私は昭和 54 年末から 55 年５月まで実家で暮ら

し第三子を出産した。私は、母に国民年金保険料を渡し、母が納付して

くれていたのに、申立期間の 55 年４月分の保険料だけが未納とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の国民年金被保険者台帳によれば、申立人は昭和 54 年 12 月

に実家の住所のＡ県Ｂ町に住所変更しており、Ｂ町での国民年金保険料の

納付が可能となっていることから、申立人が 54 年末から 55 年５月まで実

家で暮らし第三子を出産し、申立人の母が申立人の保険料を納付したとす

る主張に特段不合理な点は見受けられない。 

また、申立人は、申立期間及び任意加入対象期間中の未加入期間を除き、

国民年金保険料をすべて納付済みであり､前納制度も利用している上、厚生

年金保険と国民年金の変更手続を適切に行っていることから、年金に対す

る意識及び納付意欲が高いと認められる｡ 

さらに、申立期間については１か月と短期間であり、申立人が申立期間 

直後に海外に行くことを理由に希望すれば１か月納付が可能であったこと 

からも、申立期間の保険料は納付したものと考えるのが自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1659  

 

第１ 委員会の結論  

申立人の昭和 48年４月から 49年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等  

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住 所 ：  

                   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年４月から 49 年３月まで 

私の夫は、昭和 48 年３月に結婚をした後、Ａ市役所で夫婦二人の国民

年金加入手続をし、国民年金保険料は私が夫婦二人分を一緒に郵便局か

信用金庫で納付していたのに、申立期間が未納となっているのは納得で

きない。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の納付記録の訂正を求

めて行ったものである。 

            

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人の妻と連番となっており、そ

の妻の国民年金手帳の発行日は昭和 49 年６月 22 日であることから、申立

人の手帳記号番号の払出日も同年６月 22 日であることが推認できる。 

また、申立期間は 12 か月と短期間であり、申立期間直前の昭和 47 年４

月から 48 年３月までの国民年金保険料は納付済みとなっており、申立期間

後他界するまでの期間の保険料がすべて納付済みとなっていることから、

申立人が申立期間の保険料を納付したと考えるのが自然である。  

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1660 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55年 10月から 56年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 
    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55 年 10 月から 56 年３月まで 

    私は、昭和 53 年４月に国民年金に加入し、以来納期ごとに国民年金保

険料を納付してきた。申立期間のころ生活面や家計に特に変化は無かっ

た。申立期間が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は昭和 53 年４月に国民年金に任意加入しており、国民年金制度に

対する理解と納付意欲が高かったものと推認でき、申立期間の前後の国民

年金保険料は納付済みであり、任意加入した以降申立期間以外に未納は無

い。 

また、申立期間は６か月と短期間である上、申立期間当時は複数の仕事

を掛け持ちして働いており、申立期間の前後に特段生活の変化は無く、国

民年金保険料を定期的に納付していたとの申立人の申述は信用できる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1661  

 

第１ 委員会の結論  

申立人の昭和 39年７月から 42年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年７月から 42 年３月まで 

私の国民年金は、亡くなった両親が昭和 39 年７月ごろ加入手続をした

と思う。申立期間当時、私は、Ａ区でＢ（業種）をしていた両親の下で、

兄及び姉妹と一緒に家業の手伝いをしていた。自宅には毎月集金人が来

て、父が家族の国民年金保険料を集金人に支払っていた。私と同じく家

業を手伝っていた兄及び姉妹の３人の保険料は 20 歳の誕生月から納付

しており、私の保険料も 20 歳から納付してくれたはずである。家族のう

ち私一人だけ、未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時、申立人の父が家族の国民年金保険料を集金人

に支払っていたと述べているところ、区役所の職員が３か月毎に戸別訪問

して現年度保険料を集金したことが確認されており、申立人と同様に家業

の手伝いをしていた申立人の兄及び姉の申立期間の保険料は納付されてい

る上、兄及び姉妹の３人の保険料は 20 歳又は国民年金発足当初から納付済

みとなっていることから、申立人の父の納付意識の高かったことがうかが

え、申立内容には信憑性
しんぴょうせい

が認められる。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号が昭和 41 年４月６日以降に払い出

されたことが確認でき、申立期間は過年度納付することが可能な期間であ

った上、申立人の兄及び妹の 20 歳からの保険料の納付は、手帳記号番号が

払い出された時期に過年度納付したものとみられることから、申立期間当

時、申立人の父が、兄及び姉妹と同じように家業の手伝いをしていた申立

人の保険料についても納付したと考えられる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1662                  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 58 年１月から同年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年９月から 50 年３月まで 

         ② 昭和 50 年４月から 54 年３月まで 

         ③ 昭和 58 年１月から同年３月まで 

    申立期間①については、私は、Ａ事業所に勤めているとき同僚と共に

国民年金保険料が給与天引きされており、納付されていたはずである。 

    申立期間②及び③についても、昭和 50 年４月に前夫と結婚してから毎

月二人分をＢ郵便局で納付していたのに、未納とされているのは納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間③については、申立人は、夫婦二人分の国民年金保険料を自分

が納付していたと述べているところ、夫は納付済みであり、申立期間③の

前後が納付済みで、申立期間③は３か月と短期間であることから、納付し

たと考えるのが自然である。 

一方、申立期間①及び②については、申立人の国民年金手帳記号番号は、

その払出簿により、昭和 54 年２月に夫と連番で払い出されていることが確

認でき、氏名検索及び個人別国民年金手帳記号番号払出簿（45 年８月から

46 年４月まで）の縦覧調査の結果、別の手帳記号番号が払い出されていた

ことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   また、申立期間①については、申立人と同様に保険料を給与天引きされ

ていたと述べている同僚二人も、国民年金の加入手続が取られた時期はＡ

事業所退職後であり、申立期間①はいずれも未納となっている上、申立人

が加入手続を行った昭和 54 年２月時点では、時効により申立期間①の保険



料を納付することはできない。 

   さらに、申立期間②については、申立人が加入手続を行った昭和 54 年２

月の時点で、申立期間②の一部は時効により保険料を納付することはでき

ず、申立人が一緒に保険料を納付していたとするその夫も未納である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 58 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



千葉国民年金 事案 1663 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 37 年６月から 47 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37 年６月から 47 年３月まで 

         ② 昭和 48 年４月から同年６月まで 

    私は、昭和 50 年６月１日にＡ区から現住所のＢ市に転居し、同年６月

にＢ市役所で国民年金に加入した。その際、市役所の職員にさかのぼっ

て過去の未納分を全額納付できると言われ、約 13 年間分、確か 10 万円

以上を納付し、年金手帳をもらった。申立期間の国民年金保険料は納付

したはずであり、未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の任意加

入被保険者の加入時期及びＢ市が保管する被保険者名簿に記載された年金

手帳送付日（昭和 50 年９月 10 日）により、申立人が国民年金の加入手続

を行ったのは 50 年９月ごろと推認でき、同時期は、第２回目の特例納付実

施期間中である上、社会保険事務所が保管する申立人の特殊台帳には、47

年４月から 48 年３月までを特例納付したことが記載されており、特例納付

は通常、前の期間から順次納付するものであることを踏まえると、申立期

間直後の１年間のみ納付済みとなっていることは不自然である。 

また、申立人が納付したと主張する金額は、申立期間を特例納付した場

合に必要な金額におおむね一致しており、申立内容に不自然さは無く、申

立人は、国民年金加入後は長期にわたり国民年金保険料を納付しているこ

とから、申立期間は特例納付したと考えるのが自然である。 

一方、申立期間②については、第２回目の特例納付で納付が可能な期間

は昭和 36 年４月から 48 年３月分までであり、申立人が加入手続を行った



50 年９月の時点では、時効により過年度納付することができない期間であ

る上、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、保険料の納付をうかがわせる事情も見当たら

ない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 37 年６月から 47 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 

 



千葉厚生年金 事案 1120 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する

標準報酬月額であったと認められることから、申立期間に係る標準報酬月

額の記録を平成３年４月及び同年５月は 53 万円、同年６月から４年８月

までは 50 万円に訂正することが必要である。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年４月１日から４年９月 29 日まで 

    私の標準報酬月額が平成３年４月から大きく減額されているが、その

ような処理がされていることは全く知らなかったので、元どおりの記録

に訂正してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁のオンライン記録によると、当初、申立人がＡ社に勤務して

いた申立期間の標準報酬月額は平成３年４月及び同年５月は 53 万円、同

年６月から４年８月までは 50 万円と記録されていた。ところが、Ａ社は、

４年 12 月 31 日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっているとこ

ろ、社会保険庁のオンライン記録により、その３か月後の５年３月 31 日

付けで、申立人の標準報酬月額を最低限度額の８万円に引き下げる旨の処

理をしたことが確認できるが、社会保険事務所において、このような処理

を行うべき合理的理由は見当たらない。 

   また、申立人は、当該事業所の閉鎖登記簿謄本から平成３年２月 12 日

に代表取締役を退任し、申立期間中の同年７月 11 日に取締役を退任して

いることが確認でき、申立期間当時の事業主は、「申立人は取締役退任後、

会社の経営や社会保険関係の事務には関与しておらず、標準報酬月額の減

額については知り得る立場ではなかった。」と供述している上、申立人は、

当該事業所が厚生年金保険の適用事業所でなくなる前の４年９月 29 日に

厚生年金保険の被保険者資格を喪失していることから、申立人が当該標準

報酬月額のさかのぼった訂正処理に関与していないと認められる。 



   これらを総合的に判断すると、申立期間において標準報酬月額に係る有

効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬

月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出たとおり、平成３年４月及

び同年５月は 53 万円、同年６月から４年８月までは 50 万円と訂正するこ

とが必要である。 

   



千葉厚生年金 事案 1121 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する

標準報酬月額であったと認められることから、申立期間に係る標準報酬月

額の記録を 53 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年９月１日から５年８月６日まで 

    社会保険庁の記録では、平成４年９月から５年７月までの標準報酬月

額がさかのぼって 11 万円に減額訂正されている。当時、私は役員であ

ったが、社会保険関係の事務手続に関与する立場でなかったので、申立

期間の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険事務所の厚生年金保険の被保険者記録によると、当初、申立人

がＡ社に勤務していた申立期間の標準報酬月額は 53 万円と記録されてい

た。ところが、同事業所が厚生年金保険の適用事業所でなくなった平成５

年８月６日の後の同年 11 月４日付けで、４年９月１日にさかのぼって、

申立期間の標準報酬月額を 11 万円に引き下げる処理をしたことが確認で

きるが、社会保険事務所において、このような処理を行うべき合理的理由

は見当たらない。 

また、申立人は、当該事業所の閉鎖登記簿謄本から取締役の役職にあっ

たことが確認できるが、事業主は「申立人は標準報酬月額の取消及び訂正

処理には関与しておらず、知る得る立場にもなかった。」と供述している

こと、申立期間に在籍していた他の役員１名も「申立人はＢ部長兼工場長

の取締役であり、経理、社会保険関係の職務には関与していなかった。」

と供述していることから、申立人が当該標準報酬月額のさかのぼった訂正

処理に関与していたとは考え難い。 

   これらを総合的に判断すると、申立期間において標準報酬月額に係る有

効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬

月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出たとおり、53 万円と訂正

することが必要である。 



千葉厚生年金 事案 1122 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係

る記録を昭和 56 年２月 11 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 28 万

円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56 年１月 15 日から同年２月 11 日まで                         

    私のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日が昭和 56 年１

月 15 日となっているが、私は同年２月 10 日まで勤務しており、給料明

細書では同年１月まで厚生年金保険料が控除されているので、被保険者

期間であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及び給料支払明細書により、申立人は、Ａ社に昭和

56 年２月 10 日まで継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、給料支払明細書の保険料控

除額から、28 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、申立人の申立てどおりの届出を行っておらず、保険料も納付し

ていないと回答している上、事業主が保存していた申立人の申立期間に係

る健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書における資格喪失日

が昭和 56 年１月 15 日となっていることから、事業主が同日を資格喪失日

として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年１月の保険

料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行

ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を

還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 



千葉厚生年金 事案1123 

 

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格喪

失日に係る記録を昭和52年２月１日に訂正し、申立期間に係る標準報酬月

額を９万8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和29年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和52年１月31日から同年２月１日まで 

    私は、昭和52年１月31日付けでＡ事業所を退職したが、厚生年金保険

の加入記録を見ると資格喪失日が同年１月31日となっており、記録に１

か月の空白期間が生じている。確かに１月31日まで勤めていたので、空

白になっている１か月間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所が申立人に交付した出勤簿及び職員名簿の写しから判断すると、

申立人が昭和52年１月31日まで当該事業所に勤務し、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、昭和51年12月の社会保険事

務所の記録から、９万8,000円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、雇用保険の記録における申立人の離職日は昭和52年１月30日で、

厚生年金保険の被保険者資格喪失日がその翌日の同年１月31日となってい

ることと符合し、公共職業安定所及び社会保険事務所の双方が誤って記録

したとは考え難いことから、事業主が同年１月31日を資格喪失日として届

け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年１月の保険料について

納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、



その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合

を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



千葉厚生年金 事案1124 

 

第１ 委員会の結論  

 事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する

標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標

準報酬月額の記録を 30 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年６月１日から同年12月31日まで 

平成20年11月ごろに社会保険事務所から説明を受け、Ａ社における申

立期間の私の標準報酬月額が著しく下がっていることを知ったが、それ

については全く心当たりが無いので、標準報酬月額の記録を元に戻して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社は、平成４年３月 20 日に休業を理由に厚生年金保険の適用事業所

でなくなっているところ、社会保険庁のオンライン記録により、その約１

か月後の同年５月１日付けで、申立人の標準報酬月額の記録が、３年６月

から同年 11 月までの期間について 30 万円から９万 8,000 円に遡及
そきゅう

して訂

正されていることが確認できるが、社会保険事務所において、このような

処理を行うべき合理的理由は見当たらない。 

また、申立人は、Ａ社の閉鎖登記簿謄本により、取締役であったことが

確認できるが、申立人は、「当該事業所では営業を担当しており、社会保

険関係の手続には全く関与していなかった。」と主張しており、元事業主

も、「申立人は営業を担当しており、社会保険関係の手続は自分と担当の

女子社員とで行っていた。」と供述していることから、申立人は当該遡及

訂正処理に関与していないと認められる。 

これらを総合的に判断すると、標準報酬月額の記録訂正は有効なものと

は認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保

険事務所に当初届け出たとおり、30万円と訂正することが必要である。 



千葉厚生年金 事案 1125 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標

準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標準報

酬月額の記録を 59万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年 11月１日から９年３月 31日まで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、Ａ

社に勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が実際の給与（60 万

円）から控除されていた厚生年金保険料に見合う標準報酬月額と相違して

いることが分かったので、申立期間の標準報酬月額を正しい記録に訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、平成９年３月 31 日に休業を理由に厚生年金保険の適用事業所でな

くなっているところ、社会保険庁のオンライン記録により、その翌月の同年

４月 22 日付けで、申立人の標準報酬月額の記録が７年 11 月から９年２月ま

での期間について 59 万円から 28 万円に遡及
そきゅう

訂正されていることが確認でき

るが、社会保険事務所において、このような処理を行うべき合理的理由は見

当たらない。 

また、申立人は、Ａ社の閉鎖事項全部証明書により役員ではなかったこと、

及び雇用保険被保険者照会により雇用保険に加入していたことが確認でき、

複数の元同僚が「申立人は営業の担当であり、社会保険事務に一切関与して

いなかった。」と証言していることから、申立人は当該標準報酬月額の遡及

訂正処理に関与していないと認められる。 

これらを総合的に判断すると、標準報酬月額の記録訂正は有効なものとは

認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事

務所に当初届け出たとおり、59万円と訂正することが必要である。 



千葉厚生年金 事案 1126 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標

準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標準報

酬月額の記録を 38万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年２月１日から７年２月 22日まで 

    私は、平成５年 10 月１日から７年２月 22 日まで、Ａ区Ｂに在ったＣ社

に勤務していたが、今般、Ｄ社会保険事務所から、６年２月１日から７年

２月 22日までの期間の標準報酬月額が同年２月 23日に当初の 38 万円から

20 万円に減額訂正されている旨の説明を受けた。事業主から当該減額につ

いて説明された記憶がないので､調査の上その記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｃ社は、平成７年２月 22 日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっている

ところ、社会保険庁のオンライン記録により、その翌日の同年２月 23 日付け

で、申立人の標準報酬月額の記録が６年２月から７年１月までの期間につい

て 38 万円から 20 万円に遡及
そきゅう

して訂正されていることが確認できるが、社会

保険事務所において、このような処理を行うべき合理的理由は見当たらない。 

   また、申立人は、Ｃ社の閉鎖事項全部証明書により役員ではなかったこと、

及び当該事業所において雇用保険に加入していることから、従業員であった

と推認できる上、申立期間に代表取締役及び監査役だった二人が、当該事業

所における厚生年金保険関係事務は、代表取締役と監査役が担当し、申立人

はＤ（職種）が担当で、健康保険、厚生年金保険の手続等には全く関わりは

無かった旨供述していることから、申立人は当該標準報酬月額の遡及訂正処

理に関与していないと認められる。 

   これらを総合的に判断すると、標準報酬月額の記録訂正は有効なものとは

認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事

務所に当初届け出たとおり、38万円と訂正することが必要である。 



千葉厚生年金 事案 1127 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ出張所における資格取

得日に係る記録を昭和 33 年８月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を１万 2,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 33 年８月１日から同年 10 月１日まで 

私は、申立期間の２か月間について厚生年金保険の被保険者となって

いないが、Ａ社に入社してから退職するまで継続して勤務しており、途

中厚生年金保険の被保険者期間に空白が生じることに納得がいかない。

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 雇用保険の加入記録、Ａ社が保管する人事記録、退職金計算書及びＣ健

康保険組合の加入記録から判断すると、申立人がＡ社に継続して勤務し

（昭和 33 年８月１日に同社Ｄ出張所から同社Ｂ出張所に異動）、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 33 年 10 月の社会保険

事務所の記録から１万 2,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が、申立人に係る保険料の納付義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事

情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



千葉厚生年金 事案 1128 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する

標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標

準報酬月額の記録を平成４年３月から６年 10 月までは 53 万円、同年 11

月から７年１月までは 59 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成４年３月１日から７年２月 21 日まで 

    私は、Ａ社に勤務していたが、平成７年２月まで、会社が社会保険料

を滞納していることは知らなかった。その後、社長から依頼され、Ｂ社

会保険事務所に社会保険料を毎月分割納付に行っていたが、標準報酬月

額の訂正については、話を聞いたことは無く、書類を作成した記憶も無

いので、標準報酬月額が引き下げられていることは、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社における厚生年金保険の被保険者資格を平成７年２月

21 日に喪失しているが、社会保険庁のオンライン記録により、その１週

間後の同年２月 28 日付けで、申立人の標準報酬月額の記録が４年３月か

ら６年 10 月までの期間については 53 万円から８万円に、同年 11 月から

７年１月までの期間については 59 万円から９万 2,000 円に、それぞれ遡
そ

及
きゅう

して訂正されていることが確認できる。 

また、当該事業所においては、申立人と同日に標準報酬月額の遡及訂正

処理がなされている者がほかに二人いることが確認でき、Ｂ社会保険事務

所が保管する滞納処分票により、遡及訂正処理が行われた当時、当該事業

所が社会保険料を滞納していたことが確認できる。 

さらに、申立人は、Ａ社の閉鎖登記簿謄本により、役員であったことが

確認できるが、元同僚は、申立人がＣ（職種）担当であったと証言してい

る上、滞納処分票の事蹟の記録において、Ｄ部長として滞納保険料の納付

に関与していたことは確認できるが、標準報酬月額の遡及訂正処理に関与



していたことは確認できず、申立人は、当該遡及訂正処理に関与していな

いと認められる。 

   これらを総合的に判断すると、標準報酬月額の記録訂正は有効なものと

は認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保

険事務所に当初届け出たとおり、平成４年３月から６年 10 月までは 53 万

円、同年 11 月から７年１月までは 59 万円と訂正することが必要である。 

 

 



千葉厚生年金 事案1129 

 

第１ 委員会の結論  

事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する

標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標

準報酬月額を36万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨  

申 立 期 間 ： 平成４年２月１日から５年５月１日まで 

私は、昭和44年11月１日から平成５年４月30日までの間、Ａ区Ｂにあ

るＣ社に勤めていた。入社から退職まで社会保険の事務を担当していた

が、自分の標準報酬月額を下げる届出を提出したことは無い。私の記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁のオンライン記録では、申立人の申立期間に係る標準報酬月

額は、当初、36万円と記録されていたところ、申立人のＣ社における厚生

年金保険被保険者資格喪失日（平成５年５月１日）より８か月後の６年１

月７日付けで、13万4,000円に遡及
そきゅう

して引き下げられていることが確認で

きる。 

また、当該事業所においては、申立人と同日に標準報酬月額の遡及訂

正処理がなされている者がほかに４人確認できる。 

さらに、申立人は、Ｃ社の閉鎖登記簿謄本及び本人の供述により、当

該事業所における資格喪失時において取締役であり、社会保険事務を担

当していたことが確認できるが、当該遡及訂正処理が行われた時点では、

当該事業所を既に退職していることから、当該遡及訂正処理に関与して

いないと認められる。 

加えて、元事業主は、申立期間当時の厚生年金保険料の納付状況は不

明としているが、「申立人が辞めたころに、手形の不渡りを出した。」

とも供述していることから、当該遡及訂正処理が行われた当時、当該事

業所では厚生年金保険料の滞納があった可能性が考えられる。 



これらを総合的に判断すると、標準報酬月額の記録訂正は有効なもの

とは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社

会保険事務所に当初届出たとおり、36万円と訂正することが必要である。 



千葉厚生年金 事案 1130 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する

標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標

準報酬月額の記録を 53 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年８月１日から４年３月 31 日まで 

    私の平成２年８月から４年２月までの標準報酬月額は、実際の給与と

は異なっている。当時の月給は、100 万円ぐらいだったので、訂正願い

たい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、平成４年３月 31 日に解散を理由に厚生年金保険の適用事業所

でなくなっているところ、社会保険庁のオンライン記録により、その約 1

か月後の同年５月２日付けで、申立人の標準報酬月額の記録が２年８月か

ら４年２月までの期間について 53 万円から８万円に遡及
そきゅう

して訂正されて

いることが確認できるが、社会保険事務所において、このような処理を行

うべき合理的理由は見当たらない。 

また、Ａ社の閉鎖登記簿謄本により、申立人は、昭和 59 年６月１日に

代表取締役に就任しているが、申立期間より前の平成元年 11 月 25 日に辞

任しており、申立期間当時は役員でなかったことが確認できる上、当該事

業所の複数の元同僚は、「申立人は、代表取締役を辞任後は、Ｂ（職種）

が主な業務で、社会保険の手続等は行っていない。」と証言していること

から、申立人は当該遡及訂正処理に関与していないと認められる。 

これらを総合的に判断すると、標準報酬月額の記録訂正は有効なものと

は認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保

険事務所に当初届け出たとおり、53 万円と訂正することが必要である。 



千葉厚生年金 事案 1131 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する

標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標

準報酬月額の記録を 26 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年３月５日から同年６月 30 日まで 

    私の申立期間における標準報酬月額は、26 万円であったので、記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、平成２年 10 月５日に休業を理由に厚生年金保険の適用事業所

でなくなっているところ、社会保険庁のオンライン記録により、その約

１か月後の同年 11 月１日付けで、申立人の標準報酬月額の記録が２年

３月から同年５月までの期間について 26 万円から９万 8,000 円に遡及
そきゅう

して訂正されていることが確認できるが、社会保険事務所において、こ

のような処理を行うべき合理的理由は見当たらない。 

また、Ａ社の閉鎖登記簿謄本により、申立人は役員ではないことが確

認できる上、複数の元同僚は、「申立人はＢ（職種）を行っており、経

理及び社会保険関係の事務には関与していなかった。」と証言している

ことから、申立人は当該遡及訂正処理に関与していないと認められる。 

    これらを総合的に判断すると、標準報酬月額の記録訂正は有効なもの

とは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社

会保険事務所に当初届け出たとおり、26 万円と訂正することが必要であ

る。



千葉厚生年金 事案 1132 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する

標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標

準報酬月額の記録を 59 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年６月１日から同年 10 月１日まで 

申立期間について、私の標準報酬月額の記録が実際の給与より少ない

額に変更されているので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、平成８年 10 月 11 日に休業を理由に厚生年金保険の適用事業所

でなくなっているところ、社会保険庁のオンライン記録により、その約２

か月後の同年 12 月２日付けで、申立人の標準報酬月額の記録が７年６月

から同年９月までの期間について 59 万円から９万 8,000 円に遡及
そきゅう

して訂

正されていることが確認できるが、社会保険事務所において、このような

処理を行うべき合理的理由は見当たらない。 

また、Ａ社の閉鎖登記簿謄本により、申立人は、取締役であったことが

確認できるが、元同僚が「申立人はＢ部長であったが、会社経営の権限は

有しておらず、遡及訂正を行うような立場ではなかった。」と証言してい

る上、当該事業所の事業主自身が標準報酬月額の遡及訂正を行ったことを

認めていることから、申立人は当該遡及訂正処理には関与していないと認

められる。 

これらを総合的に判断すると、標準報酬月額の記録訂正は有効なものと

は認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保

険事務所に当初届け出たとおり、59 万円と訂正することが必要である。



千葉厚生年金 事案 1133 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する

標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標

準報酬月額の記録を 59 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年１月１日から８年３月 31 日まで 

    私は、平成７年１月１日から８年３月 31 日までＡ社で厚生年金保険

に加入していたが、その間の標準報酬月額が 59 万円から 20 万円に知ら

ないうちに下げられていた。社会保険事務所の記録には納得できないの

で、元に戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、平成８年３月 31 日に休業を理由に厚生年金保険の適用事業所

でなくなっているところ、社会保険庁のオンライン記録により、その翌月

の同年４月 23 日付けで、申立人の標準報酬月額の記録が７年１月から８

年２月までの期間について 59 万円から 20 万円に、遡及
そきゅう

して訂正されてい

ることが確認できるが、社会保険事務所において、このような処理を行う

べき合理的理由は見当たらない。 

また、Ａ社の閉鎖事項全部証明書により、申立人は、取締役であったこ

とが確認できるが、事業主及び元同僚は、「申立人は、取締役であったも

のの、Ｂ（職種）担当者であり、経理及び社会保険事務には関与していな

かった。」と証言していることから、申立人は、当該標準報酬月額の遡及

訂正処理に関与していないと認められる。 

これらを総合的に判断すると、標準報酬月額の記録訂正は有効なものと

は認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保

険事務所に当初届け出たとおり、59 万円と訂正することが必要である。



千葉厚生年金 事案 1134 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間のうち、平成４年２月１日から６年５月 31 日までの

期間については、事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申

立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、当該期間に

係る標準報酬月額の記録を 32 万円に訂正することが必要である。 

   また、申立期間のうち、平成 12 年２月１日から 14 年２月 28 日までの

期間については、事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は 18

万円であったと認められることから、当該期間に係る標準報酬月額の記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成４年２月１日から６年５月 31 日まで 

             ② 平成７年１月６日から 14 年２月 28 日まで 

申立期間①については、Ａ社における標準報酬月額が、当時の給与

（約 30 万円）に見合ったものとなっていないので訂正してほしい。 

また、申立期間②については、Ｂ社における標準報酬月額が、当時の

給与に見合ったものとなっていない。当時の給与は、平成７年ごろは

30 万円、８年から９年ごろは 40 万円、10 年から 11 年ごろは 50 万円、

12 年ごろは 55 万円、13 年ごろは 45 万円くらいであった。平成 12 年か

らの給与明細の一部を提出するので、標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ社は、平成６年５月 31 日に休業を理由に厚

生年金保険の適用事業所でなくなっているところ、社会保険庁のオンラ

イン記録により、その約１か月後の同年６月 27 日付けで、申立人の標

準報酬月額の記録が４年２月から６年４月までの期間について 32 万円

から８万円に遡及
そきゅう

して訂正されていることが確認できるが、社会保険事

務所において、このような処理を行うべき合理的理由は見当たらない。 

また、Ａ社の閉鎖登記簿謄本により、申立人は役員ではないことが確



認できる上、元事業主及び元同僚は、「申立人はＣ（職種）であり、経

理及び社会保険関係の事務手続には関与していなかった。」と証言して

いることから、申立人は、当該遡及訂正処理に関与していないと認めら

れる。 

これらを総合的に判断すると、標準報酬月額の記録訂正は有効なもの

とは認められず、申立人の申立期間①に係る標準報酬月額は、事業主が

社会保険事務所に当初届け出たとおり、32 万円と訂正することが必要

である。 

  

２ 申立期間②のうち、平成 12 年２月１日から 14 年２月 28 日までの期

間については、Ｂ社は、14 年２月 28 日に休業を理由に厚生年金保険の

適用事業所でなくなっているところ、社会保険庁のオンライン記録によ

り、その翌日の同年３月１日付けで、申立人の標準報酬月額の記録が

12 年２月から 14 年１月までの期間について 18 万円から９万 8,000 円

に遡及して訂正されていることが確認できるが、社会保険事務所におい

て、このような処理を行うべき合理的理由は見当たらない。 

また、Ｂ社の閉鎖登記簿謄本により、申立人は取締役であったことが

確認できるが、総務担当の元同僚は、「申立人は営業担当であって、経

理及び社会保険関係の事務手続には関与していなかった。」と証言して

いることから、申立人は、当該遡及訂正処理に関与していないと認めら

れる。 

これらを総合的に判断すると、標準報酬月額の記録訂正は有効なもの

とは認められず、申立人の申立期間②のうち平成 12 年２月１日から 14

年２月 28 日までの期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務

所に当初届け出たとおり 18 万円と訂正することが必要である。 

なお、申立人は、当時、45 万円から 55 万円の給与をもらっていたと

主張しているところ、申立人が提出した平成 12 年６月から 13 年７月ま

での給与明細書（一部期間を除く）により、主張どおりの基本給を支給

されていたことは確認できるが、厚生年金保険料の控除額を基に算出し

た標準報酬月額は、12 年６月は 16 万円、同年９月から 13 年７月まで

は 18 万円に相当しており、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたとまでは認めることは

できない。 

 

  ３ 申立期間②のうち、平成７年１月６日から 12 年２月１日までの期間

については、申立人は、30 万円から 55 万円くらいの給与をもらってい

たと主張しているが、平成７年１月から 12 年１月までの標準報酬月額

の記録については、社会保険事務所が遡及して訂正した事実を確認でき

ない。 

    また、当該期間において、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料が控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情



は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が厚生年金被保険者として、当該期間において、その

主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 



千葉国民年金 事案 1664 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58年１月から 62年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58 年１月から 62 年３月まで 

    昭和 58 年１月から 62 年３月までの国民年金保険料は、20 歳になった

58 年１月にＡ市役所で国民年金の加入手続をして、その後送られてきた

納付書で 61 年 3 月まで毎月金融機関で納付していた。 

    そのうち昭和 61 年４月から 62 年３月までの保険料については、一時

支払いを止めていたので後から督促状が来て、62 年 12 月ごろ、１年分

まとめて支払った記憶がある。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金に 20 歳となった昭和 58 年１月に加入手続をし、現

年度保険料を納付していたと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号

番号が 62年 12月 25日に社会保険事務所からＡ市に払い出された時点では、

申立期間のうち、62 年３月以前の期間は現年度保険料で納付することはで

きず、60 年 10 月以前の期間は時効により過年度保険料を納付することも

できない期間であり、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかが

わせる事情も見当たらない。 

また、申立人は、国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付状況に

ついての記憶が明確ではなく、保険料の納付状況等が不明である。 

さらに、申立期間は 51 か月と長期間であり、申立期間の保険料を納付し

ていたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉国民年金 事案 1665  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 40年６月から 42年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年６月から 42 年４月まで 

    私は、平成 20 年にＡ社会保険事務所で年金相談を行った際、係員から

国民年金保険料が未納及び免除となっている期間があると言われたが、

父が納付したはずであり納得できないので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付をしたことが

無く、保険料納付にかかわったとされる申立人の父からは国民年金につい

て何も聞いてないと述べている上、申立人の両親及び兄は他界しており事

情を聞くことができず、納付状況等は不明である。 

また、国民年金手帳記号番号の払出しは免除期間中の昭和 41 年９月であ

り、当該年度において免除を行うために手帳記号番号の払出しが行われた

と考えるのが自然である。 

   さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉国民年金 事案 1666  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43 年７月から 44 年３月までの期間及び同年８月から 48

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43 年７月から 44 年３月まで 

         ② 昭和 44 年８月から 48 年３月まで 

    私は、申立期間①及び②当時、昼間アルバイトをしながら大学の夜間

部に通っていた。父が、国民年金を納めておいたほうが良いと言って、

昭和 43 年７月ごろ私の国民年金の加入手続をしたと話していた。国民年

金保険料は、アルバイトをしたお金を父に渡していたので、父がその中

から支払っていたはずである。父は既に他界している。未納とされてい

るのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①及び②当時、昼間アルバイトをしながら大学の夜

間部に通っていたため、申立人の父が昭和 43 年７月ごろ国民年金の加入手

続を行ったはずであると主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号

は 55 年１月 14 日以降に払い出されたことが確認でき、その時点において

申立期間①及び②の国民年金保険料は、時効により納付することができず、

別の手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

また、申立人は、申立期間①及び②当時の国民年金手帳を一度も見たこ

とがなく、加入手続を行ったとする父から国民年金手帳を渡されることが

なかったと申述している上、加入手続及び保険料納付を行ったとされる父

は既に他界しており、申立人は納付等に全く関与していないことから、国

民年金への加入手続の状況及び申立期間①及び②当時の納付状況は不明で

ある。 

さらに、申立人が申立期間①及び②の保険料を納付したことを示す関連



資料（確定申告書、家計簿等）も無く、ほかに申立期間①及び②の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉国民年金 事案 1667 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60 年４月及び同年５月の国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60 年４月及び同年５月 

    私は、高校卒業後、６年間会社に勤め、昭和 60 年３月に退職した。会

社の上司から年金の話を聞き､仕事を辞めても 60 歳までは国民年金保険

料を納付するものと考えていたので、同年４月に住んでいたＡ市で国民

年金の加入手続を行い、４月分の保険料を同市国民年金担当課で納付し

た。同年５月に結婚し、Ｂ市に移り氏名と住所の変更を行い､その場で５

月分を納付した。保険料は１万円札で納付したと記憶しており申立期間

について未納と記録されているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は､会社を昭和 60 年３月に退職した後、同年４月に居住していた

Ａ市で国民年金に加入し、同年４月の国民年金保険料は同市国民年金担当

課で納付したと主張するところ、申立人の所持する国民年金手帳記号番号

は当時Ｂ市を管轄していたＣ社会保険事務所の記号であり､Ａ市を管轄す

る社会保険事務所の記号とは異なっている上、申立期間においてＡ市で払

い出された国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査の結果、申立人の氏名

は無く、欠番も無いことから、申立人に別の手帳記号番号がＡ市で払い出

された形跡は無いため、Ａ市では保険料を納付できない。 

また、申立人は、昭和 60 年６月 19 日にＢ市で任意加入者として新規に

加入手続を行っていることが同市で保管する被保険者名簿で確認でき、同

年４月は本来強制加入期間であるが記録上未加入期間となっていることか

ら保険料を納付することはできず、同年５月は任意未加入期間であり、制

度上、保険料を納付することはできない。 

   さらに、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、



確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉国民年金 事案 1668  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 10年３月から 11年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10 年３月から 11 年３月まで 

    私は平成 10年３月から 11年３月までの 13か月分の国民年金保険料を

納付したにもかかわらず、全額免除扱いになっていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料の免除申請を行ったことはなく、

保険料を納付したと申述しているが、社会保険庁の記録では、申立人の平

成 10 年度分の免除申請が平成 10 年４月９日に行われていることが確認で

き、社会保険事務所によると申請免除は申請があって初めて手続きをする

としていること、免除開始前の９年 10 月から 10 年２月までの保険料は 11

年 11 月から１か月分ごとに毎月過年度納付されていることを考え併せる

と、申立期間については申請免除されていた期間と考えるのが自然である。 

また、申立人と生計を共にしていた申立人の夫及び子も、申立人と同期

間の年度に係る免除申請を平成 10 年４月９日に同時に行っている。 

さらに申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉国民年金 事案 1669    

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46年３月から 48年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46 年３月から 48 年３月まで 

    私は、昭和 49 年１月にＡ市からＢ市に引っ越し、Ｂ市役所Ｃ支所（現

在は、「Ｂ市役所Ｄセンター」）で転入届と同時に国民年金の加入手続を

したとき、女性職員に未納分について「これは強制的なことで、今なら

まだ間に合うので、すぐに納めるように。」と言われた。その場で夫婦二

人分の過去の未納分を全額支払ったのに、未納と記録されていることに

納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 49 年１月に転入手続を行った際、国民年金への加入手続

を行い、その場で申立期間の国民年金保険料を納付したと主張しているが、

同時点では申立期間は特例納付制度及び過年度納付制度を利用して納付す

ることになり、同年１月は第２回目の特例納付の開始月ではあるものの、

特例納付書及び過年度納付書は、Ｂ市役所支所の窓口では発行していなか

ったことを確認済みであり、申立内容に不自然さが認められる。 

また、申立人は、夫婦二人分の未納保険料を一括納付したと主張してい

るが、その妻も申立期間は未納（昭和 48 年１月以前は未成年）であり、申

立人が特例納付制度及び過年度納付制度を利用して申立期間の保険料を一

括納付した場合、１万円以上の支出となるが、申立人は納付した金額につ

いての記憶が無い上、申立期間について保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間について保険料が納付さ

れていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金を納付していたものと認めること

はできない。 



千葉国民年金 事案 1670    

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48 年２月及び同年３月の国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年２月及び同年３月 

    私は、昭和 49 年１月にＡ市からＢ市に引っ越し、Ｂ市役所Ｃ支所（現

在は、「Ｂ市役所Ｄセンター」）で転入届と同時に国民年金の加入手続を

したとき、女性職員に未納分について「これは強制的なことで、今なら

まだ間に合うので、すぐに納めるように。」と言われた。その場で夫婦二

人分の過去の未納分を全額支払ったのに、未納と記録されていることに

納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 49 年１月に転入手続を行った際、国民年金への加入手続

を行い、その場で申立期間の国民年金保険料を納付したと主張しているが、

同時点で申立期間は過年度納付となり、当時、過年度納付書はＢ市役所Ｃ

支所の窓口では発行していなかったことを確認済みであり、申立内容に不

自然さが認められる。 

また、申立人は、夫婦二人分の未納保険料を一括納付したと主張してい

るが、その夫も申立期間は未納となっている上、申立期間について保険料

を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに

申立期間について保険料が納付されていたことをうかがわせる事情も見当

たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金を納付していたものと認めること

はできない。 



千葉国民年金 事案 1671    

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43年１月から 48年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年１月から 48 年３月まで 

    私は、昭和 48 年４月から国民年金保険料を納付し始めたが、20 歳に

なった 43 年１月から 48 年３月までの５年間が未納であるとのＡ区役所

から通知があって、父が５年間分まとめて納付したはずであり、未納と

は納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が国民年金保険料を納付してくれたとする申立人の父は既に他界

し、保険料の納付について証言を得られず、申立人の母も特例納付した金

額等について記憶が無いなど、保険料の納付状況については不明である。 

また、申立人は、申立期間の未納についてＡ区役所から通知が来たと述

べているが、同区役所では、第２回特例納付実施期間において未納者に対

して個別に案内通知等の発送は行っておらず、区広報誌等で区民に周知し

ていたと回答しており、申立内容に不自然さがみられる上、ほかに申立期

間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）

は無く、保険料を納付していたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉国民年金 事案 1672  

 

第１ 委員会の結論  

申立人の昭和 42年３月から 47年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年３月から 47 年 12 月まで 

    私は、Ａ市役所から国民年金保険料の納付通知をもらい、20 歳から現

在までの保険料をさかのぼって全額納付するようにと言われた。納付時

期は定かでないが、保険料額が多額のため何回かに分けて市役所の窓口

で納付し、最後に納付したときに「これで、もう大丈夫です。」と言われ

たことをはっきりと覚えている。昭和 47 年 12 月に国民年金に加入して

おり、少なくとも申立期間の保険料は納付していたはずであり、未納と

なっていることは納得できない。 

                                                                     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 47 年 12 月に国民年金に加入したと主張しているが、申

立人の国民年金手帳記号番号は、52 年５月 23 日に社会保険事務所からＡ

市に払い出された番号の一つであり、前後の任意加入被保険者の資格取得

時期から、申立人は同年６月ごろに国民年金に加入したことが推認でき、

申立期間について氏名検索及び国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を

行った結果、申立人の氏名は無く、別の手帳記号番号が払い出されたこと

をうかがわせる事情は見当たらない。 

また、申立人が加入手続を行った昭和 52 年６月時点で、申立期間は、時

効により国民年金保険料を納付できない。 

さらに、昭和 53 年７月から第３回目の特例納付が実施されており、申立

人が申立期間の保険料を特例納付する機会はあったが、申立人は、過去の

未納分をさかのぼって納付した時期及び納付金額についての記憶が曖昧
あいまい

で

ある上、52 年６月の加入時点で、過年度納付がぎりぎり可能な 50 年４月

から２年間分の保険料を過年度納付していることが確認できることから、



このときの記憶と混同している可能性も考えられる。 

加えて、申立人は、現在所持する年金手帳は１冊で、加入時に受領した

ものであるとしているが、当該手帳はオレンジ色調であり、同色調の手帳

が使用されたのは昭和 49 年度以降である上、申立期間の保険料を納付した

ことを示す関連資料（家計簿、日記等）は無く、ほかに申立期間の保険料

を納付したことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 



千葉国民年金 事案 1673  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年 12 月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

         

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年 12月から 50年３月まで 

    国民年金は義務と思い、昭和 37 年４月の結婚後すぐに夫が国民年金の手

続を行ってくれ、国民年金保険料は、私が夫婦二人分を納税組合に納付して

いた。納めたはずの期間が未納となっているのは、納得ができない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号の前後の任意加入被保険者の加入時期及び

Ａ市保管の被保険者名簿に記載された国民年金手帳交付日（昭和 51年４月 27

日）により、申立人が国民年金の加入手続を行ったのは 51 年４月ごろと推認

でき、申立期間について、氏名検索及び個人別国民年金手帳記号番号払出簿の

縦覧調査の結果、申立人の氏名は無く、別の手帳記号番号が払い出されたこと

をうかがわせる事情は見当たらない。 

また、申立人が国民年金の加入手続を行った昭和 51 年４月の時点で、申立

期間の大部分は時効により国民年金保険料を納付することはできない。 

   さらに、申立人は、申立期間以外にも未納が散見される上、申立期間の保険

料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほか

に申立期間の保険料を納付していたことを示す事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人は申立期間の国民年金保険料を納付しているものと認めることは

できない。 



                      

  

千葉国民年金 事案 1674 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38 年９月から 44 年９月までの期間、47 年７月から 49 年

12月までの期間及び 58年４月から 59年３月までの期間の国民年金保険料

については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ：  男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 38 年９月から 44 年９月まで 

② 昭和 47 年７月から 49 年 12 月まで 

③ 昭和 58 年４月から 59 年３月まで 

    申立期間①及び②については、妻が夫婦二人分の国民年金保険料を納

付していたはずなので、未納とされているのは納得できない。 

また、申立期間③については、妻が後で追納したはずなので、免除の

ままとされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、夫婦で昭和 38 年ごろに国民年金に加入したと主張しているが、

申立人の国民年金手帳記号番号は、52 年２月 25 日に社会保険事務所から

Ａ市に払い出された番号の一つで、連番で申立人夫婦に払い出されており、

38 年ごろに別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事

情は見当たらない。 

   また、申立人の手帳記号番号が払い出された昭和 52 年２月時点で、申立

期間①及び②については、時効により国民年金保険料を納付できない。 

   さらに、申立人夫婦の保険料を納付していたとする申立人の妻は、申立

期間①及び②の保険料を１か月分ずつ金融機関か郵便局で納付していたと

主張しているが、当時は、四半期ごとに３か月分ずつ納付することとされ

ていた上、申立期間①において居住していたＢ区では、保険料の納付方法

を正式に納付書方式に切り替えたのは昭和 45 年度からであることを確認

済みであり、申立内容と相違している。 

   申立期間③については、申立人は、時期は定かでないが申立人の妻が追



                      

  

納したと主張するのみで、追納したとする申立人の妻の追納に係る記憶は

曖昧
あいまい

である。 

   加えて、申立人夫婦は、そろって申立期間①及び②が未納、申立期間③

が申請免除となっている上、申立人が保険料を納付又は追納していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険

料を納付又は追納したことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



                      

  

千葉国民年金 事案 1675 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38 年９月から 44 年９月までの期間、47 年７月から 49 年

12月までの期間及び 58年４月から 59年３月までの期間の国民年金保険料

については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ：  女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 38 年９月から 44 年９月まで 

② 昭和 47 年７月から 49 年 12 月まで 

③ 昭和 58 年４月から 59 年３月まで 

    申立期間①及び②の国民年金保険料については、夫に頼んだこともあ

ったが、主に私が銀行及び郵便局で１か月分ずつ支払っていたはずなの

で、未納とされているのは納得できない。 

また、申立期間③については、いつごろか定かではないが、後で追納

したはずなので、免除のままとされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、夫婦で昭和 38 年ごろに国民年金に加入したと主張しているが、

申立人の国民年金手帳記号番号は、52 年２月 25 日に社会保険事務所から

Ａ市に払い出された番号の一つで、連番で申立人夫婦に払い出されており、

38 年ごろに別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事

情は見当たらない。 

   また、申立人の手帳記号番号が払い出された昭和 52 年２月時点で、申立

期間①及び②については、時効により国民年金保険料を納付できない。 

   さらに、申立人は、夫婦二人分の申立期間①及び②の保険料を１か月分

ずつ金融機関か郵便局で納付していたと主張しているが、当時は、四半期

ごとに３か月分ずつ納付することとされていた上、申立期間①において居

住していたＢ区では、保険料の納付方法を正式に納付書方式に切り替えた

のは昭和 45 年度からであることを確認済みであり、申立内容と相違してい

る。 



                      

  

   申立期間③については、申立人は、時期は定かでないが追納したと主張

するのみで、追納した時期、納付方法、納付金額等についての記憶は曖昧
あいまい

で

ある。 

加えて、申立人夫婦は、そろって申立期間①及び②が未納、申立期間③

が申請免除となっている上、申立人が保険料を納付又は追納していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険

料を納付又は追納したことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



                      

  

千葉国民年金 事案 1676 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成２年３月の国民年金保険料については、納付していたもの

と認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年３月 

平成 11 年に夫が退職した後、年金の手続の件でＡ市役所へ相談に行っ

たとき、60 歳まであと３か月納めればよいと言われ、それ以前の期間に

未納があるという話は出なかった。申立期間について未納とされている

ことは納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は、平成５年 12 月 13 日に、申立期間の前後の第３号被保険者

資格の喪失及び取得が処理されたことに伴って発生した未納期間であり、

同時点において、制度上、時効により申立期間について国民年金保険料を

納付することはできない。 

また、申立人が申立期間について、保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料の納付をうかがわ

せる事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 

 

 

 



千葉厚生年金 事案 1135 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂

正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14 年５月１日から 16 年５月 23 日まで 

    私の夫の標準報酬月額が平成 14 年５月から 16 年４月までについて、

20 万円から９万 8,000 円に引き下げられていることに納得できない。

標準報酬月額を正しい額に戻してほしい。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、平成 16 年５月 23 日に休業を理由に厚生年金保険の適用事業

所でなくなっているが、社会保険庁のオンライン記録により、その約１か

月半後の同年７月８日付けで、申立人の標準報酬月額の記録が 14 年５月

から 16 年４月までの期間について 20 万円から９万 8,000 円に遡及
そきゅう

して訂

正されていることが確認できる。 

しかし、申立人は、Ａ社の閉鎖事項全部証明書により、当該事業所の

代表取締役であったことが確認できる。 

また、当該事業所は、社会保険事務所が保管する滞納処分票により、

社会保険料の滞納があったことが確認できる上、申立人の妻は、「社会保

険の手続については、夫自身がいろいろな人と相談しながらやっていたと

思う。会社の代表者印については夫と私で管理しており、社会保険関係の

書類に押印するとすれば私は押したことが無いので、夫がやっていたと思

う。」と供述しており、社会保険事務所では、「標準報酬月額の遡及訂正

を行う場合、必ず会社の代表者印が押印された届書を提出する必要があ

る。」と回答していることを考え併せると、代表取締役であった申立人が

当該遡及訂正に関与していなかったとは認め難い。 



これらの事情を総合的に判断すると、代表取締役である申立人が自ら

の標準報酬月額の訂正処理に関与しながら、その処理が有効なものでない

と主張することは、信義則上許されず、申立人の申立期間に係る標準報酬

月額の記録を訂正する必要は認められない。 



千葉厚生年金 事案 1136 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46 年４月から 47 年４月１日まで 

私は、申立期間中、Ａ事業所に勤務していたので、この期間を厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の供述から、申立期間において、申立人がＡ事業所に勤務

していたことは推認できる。 

しかしながら、当該同僚の供述からは、申立人の給与から厚生年金保

険料が控除されていたことまではうかがえない上、社会保険関係の業務

を担当していた事業主が死亡しており、当該事業所も昭和57年11月26日

に厚生年金保険の適用事業所でなくなったため、資料等は残されておら

ず、事実関係が不明である。 

また、社会保険事務所が保管する当該事業所の厚生年金保険被保険者

名簿には、申立人の氏名が無く、昭和45年12月22日資格取得の整理番号

73から47年５月11日資格取得の整理番号80まで欠番も無い。 

さらに、申立期間当時、当該事業所に勤務していた者の中には、申立

人以外にも厚生年金保険の被保険者となっていない者がおり、当該事業

所においては、すべての従業員が厚生年金保険に加入していたのではな

かったと認められる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 



千葉厚生年金 事案1137 

 

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和34年６月１日から39年３月１日まで 

 社会保険事務所で年金記録を確認したところ、申立期間について脱退

手当金が支給されていることを知った。それまで、脱退手当金について

は全く知らず、当時の事業主も亡くなっており、事情を聞くこともでき

ない。脱退手当金を受給した記憶は無いので、年金記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係るＡ社の厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄には、脱

退手当金が支給されたことを意味する「脱」の表示が記されているととも

に、申立期間の脱退手当金は、厚生年金保険被保険者資格喪失日から約２

か月後の昭和39年４月27日に支給決定されているなど、一連の事務処理に

不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。  

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない 

    



千葉厚生年金 事案1138 

 

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間において、厚生年金保険被保険者であったことを認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和48年11月28日から63年５月１日まで 

    私は、昭和48年11月28日にＡ社を設立し、厚生年金保険を適用させた

にもかかわらず、申立期間が国民年金の加入期間となっている。厚生年

金保険と間違えていると考えられるので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の登記簿謄本により、同社は昭和48年11月28日に設立されているこ

とが確認できるが、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは、63年

５月１日であり、申立期間については、厚生年金保険の適用事業所ではな

い。 

   また、当該事業所に申立期間当時勤務し、いったん退職後、再び勤務し

た元従業員は、「最初に入社した昭和55年９月から56年10月までの期間に

ついては、当時、厚生年金保険には入れなかったので、入社前から加入し

ていた国民年金をそのまま続けた。」と供述しており、同期間について国

民年金の納付記録が確認できる。 

   さらに、申立人は、申立期間において国民年金に強制加入被保険者とし

て加入し、申立期間の国民年金保険料をすべて納付している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関係資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めることはできない。 



千葉厚生年金 事案 1139 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 30 年４月１日から 32 年３月１日まで 

    Ａ社は、Ｂ等の販売及びＣ等を工場に供給する会社であり、私はそこ

で、Ｄ（作業名）やＥ（作業名）をしていた。Ａ社に勤務していた期間

の厚生年金保険の記録が無いので、被保険者期間として認めてほしい。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が名前を挙げた元同僚の証言により、申立人がＡ社に勤務してい

たことは推認できるが、別の元同僚は、「当該事業所では、入社して正社

員になるまでに見習期間があった。」と供述している。  

また、社会保険事務所が保管する当該事業所の厚生年金保険被保険者名

簿には、申立期間において申立人の名前は無く、健康保険の整理番号に欠

番は無い。 

さらに、当該事業所は、昭和 33 年以降に勤務した者の人事記録しか現

存していないとしており、申立期間当時の勤務実態は不明である上、ほか

に申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



千葉厚生年金 事案 1140 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月１日から 38 年７月１日まで 

社会保険庁の記録では、Ａ社の資格喪失日が昭和 36 年４月１日とな

っているが、私は、38 年６月末日まで勤務していたはずなので、厚生

年金保険加入記録を再度確認してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が保管する申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書には、

資格喪失日が昭和 36 年４月１日と明記され、同年５月 10 日付けの社会保

険事務所の受付印も確認できる。 

また、申立人が署名捺印している当該事業所への退職届にも、退職する

日が「昭和三十六年三月三十一日」と記載されており、上記厚生年金保険

被保険者資格喪失確認通知書の資格喪失日と合致している。 

さらに、申立人は、既に当委員会の決定に基づき平成 21 年１月７日付

けで年金記録の訂正は必要ないとする通知が行われている申立てにおいて、

別の事業所に勤務していたと申し立てているなど、申立人の記憶は曖昧
あいまい

で

ある。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



千葉厚生年金 事案 1141 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 13 年 11 月 15 日から 14 年１月 15 日まで 

② 平成 15 年３月 21 日から同年４月４日まで 

    私は、平成 13 年 11 月 15 日から 15 年４月４日まで、Ａ区Ｂに在った

Ｃ社Ｄ店に勤務し、その間、厚生年金保険に加入していたはずであり、

13 年 11 月 15 日から 14 年１月 15 日までの期間、及び 15 年３月 21 日

から同年４月４日までの期間が未加入となっていることに納得できない。   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険受給資格者証及び元同僚４人の証言から、申立人は、申立期間

①及び②においてＣ社に継続して勤務していたことは推認できる。 

   しかし、社会保険事務所の記録によれば、申立人は、申立期間①につい

て平成 13 年度分の国民年金保険料を平成 13 年４月 12 日に一括して前納

していたところ、14 年１月から同年３月の国民年金保険料については同

年２月７日に還付決定がされていることが確認できることから、当時、厚

生年金保険の資格取得日（14 年１月 15 日）の記録に合わせて国民年金保

険料の還付請求手続が行われていたものと考えられる。 

また、平成 12 年６月から 14 年 10 月までの間に当該事業所における厚

生年金保険被保険者資格を取得している元同僚３人は、６か月程度の試用

期間を経て厚生年金保険に加入した旨供述している上、当該事業所の元事

業主は、「申立期間当時は、３から６か月の試用期間があり、個人別に決

めていたと思う。」と供述している。 

申立期間②については、雇用保険受給資格者証により、申立人が平成

15 年４月４日に当該事業所を退職したことが確認できるが、社会保険事

務所の記録により、申立期間②において国民年金に加入し、国民年金保険

料を納付していることが確認できる。 

また、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを示す給与明細書、源泉徴収票、確定申告

書控え等の関連資料が無い。 



さらに、当該事業所の元事業主は、申立人の申立てどおりの厚生年金保

険に係る資格取得の届出及び保険料納付を行ったか否かについては、「当

時の関係資料が無いため不明である。」と供述している。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 



千葉厚生年金 事案 1142 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂

正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年 10 月１日から４年８月１日まで 

社会保険事務所から、私の申立期間に係る標準報酬月額が訂正されて

いると説明を受けたが、納得できないので、標準報酬月額の記録を元に

戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁のオンライン記録により、申立人のＡ社における平成３年

10 月からの標準報酬月額を 20 万円とする算定処理が同年８月 11 日付け

で行われたこと、申立人が４年８月１日に厚生年金保険被保険者資格を

喪失した旨の処理が同年８月 11 日付けで行われたこと、及び申立人の資

格喪失処理日から１週間後の同年８月 18 日付けで、申立人の標準報酬月

額の記録が３年 10 月から４年７月までの期間について 20 万円から 13 万

4,000 円に遡及
そきゅう

して訂正されたことが確認できる。 

   しかし、申立人の当該事業所における標準報酬月額は、昭和 54 年６月

の入社以来、11 年間をかけて１等級ずつ上がっており、申立期間直前の

平成２年 10 月から３年９月までの標準報酬月額は、遡及訂正後の標準報

酬月額 13 万 4,000 円と同額である上、申立人だけが３年 10 月の算定で

７等級も急に標準報酬月額が上がっていることは、通常考え難い。 

   また、元事業主及びその息子は、「申立期間当時は景気が悪く、Ｂ（業

種名）を閉店してＣ（業種名）の店に縮小した。資金繰りに苦労してお

り、経営陣の給与は減額した。」と回答していることから、当初の平成

３年８月 11 日付けの標準報酬月額 20 万円の算定処理は、事務処理ミス

である可能性が高く、当該算定処理を遡及訂正した処理に不合理性はう

かがえない。 

さらに、元事業主及びその息子は、当時の関係資料は廃棄済みであり、

申立人の給与実態は不明であると回答している上、ほかに、申立人が主

張する標準報酬月額に相当する厚生年金保険料を事業主により給与から



控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録を訂正する必要は認められ

ない。 

 



千葉厚生年金 事案 1143 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年１月 30 日から同年７月 25 日まで 

私は昭和 30 年 11 月 16 日から 40 年１月 15 日まで、Ａ事業所に勤務

していた。年金記録をみると、38 年１月 30 日から同年７月 25 日まで

が抜けている。この期間も継続して勤務しており、給与から厚生年金

保険料が引かれていたはずであるから年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した昇級決定通知書（雇用契約書）及びＢ（役職名）が

申立人に交付した推薦状（昭和 36 年８月２日から 39 年７月１日まで勤

務したと記載がある。）により、申立人が申立期間において、Ａ事業所

に正職員のＣ（職種名）として継続して勤務していたことは認められる。 

   しかし、当該事業所の業務を継承するＤ事業所長から提出された厚生

年金資格確認票により、申立人は、昭和 30 年 11 月 16 日に厚生年金保

険の被保険者資格を取得後、「Ｅ移管」を理由として 38 年１月 30 日に

資格喪失し、同年７月 25 日に再度資格取得し、40 年１月 15 日に資格喪

失していることが確認でき、社会保険事務所の記録と符合する。 

  また、Ａ事業所は、昭和 49 年４月１日に厚生年金保険の適用事業所

でなくなっており、賃金台帳等の関係資料は既に廃棄済みで、Ｅ移管後

の申立人の申立期間における勤務実態は不明であり、申立人が名前を挙

げた元同僚二人のうち、一人は既に他界し、一人は連絡先が不明である

上、他の複数の元同僚に照会しても申立人の申立期間における勤務状況

及び厚生年金保険料控除等について証言を得ることはできなかった。 

さらに、事業主が保管する被保険者名簿の申立人の記録には、昭和 38

年１月 30 日に資格喪失した際の備考欄に「Ｅ移管」と記載されている



が、同被保険者名簿において、ほかにＥ移管と記載された者はおらず、

その意味は不明であるものの、同被保険者名簿において、「Ｆ移管」と

記載された者が二人おり、このうち一人は、当該事業所において資格喪

失した約５か月後に、再度資格取得していることが確認でき、もう一人

は、当該事業所において資格喪失した２年後に、別の事業所において資

格取得しており、その間は厚生年金保険の被保険者となっていないこと

が確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



千葉厚生年金 事案 1144 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂

正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11 年３月１日から 12 年１月 25 日まで 

申立期間について、私の標準報酬月額の記録が実際の給与より少ない

額に変更されているので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、平成 12 年１月 25 日に休業を理由に厚生年金保険の適用事業所

でなくなっているが、社会保険庁のオンライン記録により、その約９か月

後の同年 11 月９日付けで申立人の標準報酬月額の記録が同年３月から同

年 12 月までの期間について 50 万円から９万 2,000 円に遡及
そきゅう

して訂正され

ていることが確認できる。 

しかし、Ａ社の閉鎖登記簿謄本により、申立人は代表取締役であったこ

とが確認できる。 

また、申立人は、社会保険事務所による質問応答書において、記録の訂

正が行われた期間において事業主であったこと、及び社会保険料の滞納が

あったことを認めている上、社会保険事務所への届出に必要になる代表者

印について、標準報酬月額の遡及訂正が行われた時点では、申立人自身が

所持していたと供述していることから、代表取締役である申立人が当該標

準報酬月額の訂正の届出に関与していなかったとは認め難い。 

これらの事情を総合的に判断すると、代表取締役である申立人が自らの

標準報酬月額の訂正処理に関与しながら、その処理が有効なものでないと

主張することは、信義則上許されず、申立期間に係る標準報酬月額の記録

の訂正を認めることはできない。 

 



千葉厚生年金 事案 1145 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂

正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年８月１日から８年２月 15 日まで 

社会保険庁の記録によると、私のＡ社における標準報酬月額は、当初

平成４年８月から５年10月までは44万円、同年11月から８年１月までは

26万円であったのに、４年８月から６年10月までは８万円、同年11月か

ら８年１月までは９万2,000円にさかのぼって訂正する届出が８年２月

15日に提出されていることはおかしいので、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、平成８年２月 15 日に休業を理由に厚生年金保険の適用事業所

でなくなっているが、社会保険庁のオンライン記録により、同日付けで、

申立人の標準報酬月額の記録が４年８月から５年 10 月までの期間につい

ては 44 万円から８万円に、同年 11 月から６年 10 月までの期間について

は 26 万円から８万円に、同年 11 月から８年１月までの期間については

26 万円から９万 2,000 円に、それぞれ遡及
そきゅう

して訂正されていることが確

認できる。  

しかし、Ａ社の閉鎖事項全部証明書により、申立人は代表取締役であっ

たことが確認できる。 

また、申立人は、厚生年金保険料の滞納の事実を認識していたこと、及

び標準報酬月額の訂正の届出に必要な代表者印を自分で管理していたこと

を認めていることから、代表取締役である申立人が当該遡及訂正処理に関

与していないとは認め難い。 

これらの事情を総合的に判断すると、代表取締役である申立人が自らの

標準報酬月額の訂正処理に関与しながら、当該処理が有効なものでないと

主張することは、信義則上許されず、申立人の申立期間に係る標準報酬月

額の記録の訂正を認めることはできない。 



千葉厚生年金 事案 1146 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂

正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年３月１日から９年５月 31 日まで 

私は、Ａ社の代表取締役を長く務め、報酬も高いものを得ていたが、

社会保険庁の記録では、申立期間の標準報酬月額が後から引き下げら

れている。納得がいかないので、元に戻してほしい。私は、この件を

社会保険事務所の職員が自宅に説明に来るまで知らなかった。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社は、平成９年６月１日に解散を理由に厚生年金保険の適用事業所で

なくなっているが、社会保険庁のオンライン記録により、その 15 日後の

同年６月 16 日付けで、申立人の標準報酬月額の記録が７年３月から９年

４月までの期間について 59 万円から９万 2,000 円に遡及
そきゅう

して訂正されて

いることが確認できる。 

   しかし、Ａ社の閉鎖登記簿謄本により、申立人は、代表取締役であった

ことが確認できる。 

   また、申立人は、社会保険関係の手続は、経理・社会保険担当者が行っ

ていたと供述をしているが、当該社員は、「平成９年５月の連休明けに解

雇を告げられ、退職後は社会保険事務所に一切行っていない。」と供述し

ている上、標準報酬月額の訂正処理に必要な会社の代表者印については、

「会社の金庫に保管されていた。」と説明していることから、代表取締役

である申立人が当該標準報酬月額の遡及訂正処理に関与していないとは認

め難い。 

これらの事情を総合的に判断すると、代表取締役である申立人が自らの

標準報酬月額の訂正処理に関与しながら、当該処理が有効なものでないと



主張することは、信義則上許されず、申立人の申立期間に係る標準報酬月

額の記録の訂正を認めることはできない。 



千葉厚生年金 事案 1147 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

                   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27 年４月から 29 年４月１日まで 

私は、昭和 27 年４月から 29 年９月までＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場

で臨時工として働いていたが、厚生年金保険の被保険者期間が 29 年４

月１日からの５か月間しか記録が無いのは納得できない。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届及び健康

保険厚生年金保険被保険者資格喪失届の写しにより、申立人は、Ａ社Ｃ

工場において昭和 29 年４月 1 日に厚生年金の被保険者資格を取得し、同

年９月 21 日に資格喪失していることが確認でき、社会保険庁の記録と符

合する上、同資格取得届において、「厚生年金保険の被保険者であった

ことの有無」欄が「無」に丸印がつけられていることから、それ以前に

被保険者として取り扱われたことはないと推認できる。 

また、申立人が挙げた元同僚のうち、当該事業所の被保険者名簿で確認

できた４名は、いずれも申立人と同日の昭和 29 年４月１日に資格取得し

ていることが確認できる。  

さらに、昭和 29 年４月１日に資格取得した者のうち、照会を行った３

名は「当該事業所に臨時工として入社後、厚生年金保険に加入するまで

未加入期間があった。」と供述している上、そのうちの１名は、「当該

事業所では、臨時工は春先に契約し、秋口から暮れにかけて契約終了だ

った。３年、４年と長く臨時工をやっている人が何人もいたが、厚生年

金保険には加入していなかった。あるとき、例え臨時工でも長く働いて

いるのに加入できないのはおかしいという話が持ち上がって、ある時期

から自分たち臨時工も加入した。今思えばそれが 29 年４月だったかも知



れない。」と供述していることから、当該事業所では、29 年４月から、

臨時工について厚生年金保険に加入させる取扱いをするようになった可

能性がうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 


